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A Study on Motor and Mental Functions of Post—septuagenarians 

Hospitalized in an Extended Care Unit (a Convalescent Ward)

 Mari Ishibashi*, Ryota Kano*, Mikiko Nishizawa* and Tomoko Hirayama**

                *Aobaoka Hospital , Department of Rehabilitation, 

**Aino University
, Faculty of Nursing and Rehabilitation, Department of Physical Therapy

                                     Abstract 

   In this research we examined motor and mental functions of post—septuagenarians (to be 

exact, the 75—plus age group) hospitalized in our extended care unit (convalescent  ward). The 

subjects are 14 patients (2 men and 12 women) who are with cerebrovascular disease or under 

orthopedic treatment and agreed to take part in this research, and their age range is 79.6 

 (average)  ±  9.3. Their motor functions were tested once a month and mental functions and 

ADL tests were conducted every two months for six months from March to August 2007. 

Their 10—meter walking speed test with a walker showed significant difference between the 

result of April and that of August (p <  0.05). Moreover, in August, there was a correlation 

between their 10—meter walking speed with a walker and their self—efficacy scores. 

   This research indicates that physical therapy is effective in maintenance and improvement 

of motor functions as well as maintenance of mental functions and ADL of post— 

septuagenarians hospitalized in an extended care unit (a convalescent  ward). Therefore, it is 

suggested that physical therapy should be continuously performed on these patients not only to 

maintain or improve motor and mental functions but also to prevent disuse syndrome. 

Key words : post—septuagenarians (the 75—plus age  group)  , motor functions, mental functions
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〔原 著〕

療養型病棟に入院中の高齢者の運動機能 ・精神機能に関する調査

石 橋 麻 里*,狩 野 良 太*,西 澤 美貴子*,平 山 朋 子**

【要 旨】 本研究では,本 院の療養病床に入院中である維持期の後期高齢者に対する運動機能 ・

精神機能に関する調査を行った。対象は本研究への協力に同意を得 ることができた脳血管疾患 ・

整形外科疾患の患者14名(男 性2名,女 性12名,平 均年齢79.6±9.3歳)で ある。評価は2007

年3月 から8月 の6ヶ 月間,運 動機能測定を月に1回,精 神機能測定とADLテ ス トを2ヶ 月に

1回 行 った。 結果は4月 と8月 の10m歩 行器歩行速度において有意な差がみられた。 また,8

月 の10m歩 行器歩行速度と8月 の自己効力感尺度 には相関がみられた。今回の調査結果か ら,

本院のような理学療法の対象が維持期の後期高齢者でも,現 在の運動機能の維持 ・改善また精神

機能を維持する目的と廃用症候群の予防視点でも理学療法継続の必要性があると考えられた。

キーワー ド:後 期高齢者,運 動機能,精 神機能

1.は じ め に

本院は,一 般病床54床,療 養病床270床,精 神病

床357床 の681床 である。高齢者が長期療養 目的で入

院 しており,自 宅復帰困難な者が多 く,退 院という目

標に乏 しく,障 害に対 し積極的に立ち向かう意欲を持

ちにくい環境である。2007年 度の入院患者の平均年齢

は71.4歳,平 均在院期間 は6年1ヶ 月である。栄養

は経静脈栄養法(intravenoushyperalimentation:

IVH)や 胃ろうの患者,排 泄はオムツを使用 している

患者が多 く,寝 たきりやADLに 介助を必要 とする患

者がほとんどである。本院の理学療法では,主 に一般

病床 と療養病床に入院中である発症から6ヶ 月以降経

過 した維持期の脳血管疾患 ・整形外科疾患の高齢者を

担当 している。2006年 度 リハ ビリテー ション診療報

酬改定で疾患別 に算定 日数上限が決 められたが1),

2007年 度 は算定 日数上限後 もリハ ビリテーションを

実施できるよう医学管理料が設定 され,月1回 に限り

算定が可能 となった2)(表1)。 そこで,本 院では算

定日数上限に伴い リハ ビリテーションを打ち切ると寝

たきりとなり廃用症候群を助長 し,さ らなる運動機能

低下を起 こす と考え,2007年 は算定 日数上限後,医

学管理料にて理学療法を継続 した。

表1リ ハ ビ リテ ー シ ョン診 療 報 酬

2006年

2007年

2008年

脳血管疾患等180日,運 動器150日,呼 吸器90

日,心 大血管150日 と疾患ごとに算定日数上限が

設定。

脳血管疾患等180日,運 動器150日,呼 吸器90

日,心 大血管150日 の算定日数上限後,医 学管理

料月1回(月 に4回 以上 した場合月2回)に 限り

算定が可能。

脳血管疾患等180日,運 動器150日,呼 吸器90

日,心 大血管150日 の算定 日数上限後,1月13

単位 に限り算定が可能。

*医 療法人恒昭会青葉丘病院 リハ ビリテーション科

**藍 野大学医療保健学部理学療法学科
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そこで本研究では,療 養病床に入院中である維持期

の後期高齢者 に対 し,運 動機能測定(10m歩 行器歩

行速度と平行棒内歩行速度,脚 上げ検査など)と 精神

機能測定とADLテ ス トを行い,運 動機能 ・精神機能

について調査および検討する。

II.対 象 と 方 法

1.対 象

当院入院中で本研究への協力に同意を得る事ができ

た脳血管疾患(脳 挫傷後遺症,重 症筋無力症),整 形

外科疾患(変 形性股関節症,変 形性膝関節症,変 形性

脊椎症,変 形性腰椎症,大 腿骨頸部骨折,肩 関節周囲

炎)の 患者14名(男 性2名,女 性12名,平 均年齢

79.6±9.3歳)で ある。 また,運 動機能測定と精神機

能測定の方法が理解できるよう簡単な文章の質問項目

への回答と平行棒内歩行が可能な者とした。担当理学

療法士が各患者の治療プログラムを作成するためその

運動時間と内容はさまざまであるが,温 熱療法,運 動

療法,ADL訓 練を実施 していた(表2)。 主な運動療

法プログラムは上下肢の関節可動域訓練,自 転車エル

ゴメーター,上 肢の筋力強増強訓練,下 肢の筋力強化

としてSLR,ス クワット,ブ リッジ,股 関節外転 ・

内転 ・伸展や膝関節屈曲 ・伸展や足関節底屈 ・背屈な

どの等尺性収縮による筋力増強訓練をそれぞれ低負荷

で行 った。ADL訓 練 は平行棒内歩行や立位や階段昇

降などの基本動作練習を行い,ま た立位 と端座位での

ボール投げを行 った。頻度は平均週3.5回 である。

表2運 動療法プログラム

症例
関 節
可動域
訓 練

筋力
増強
訓練

歩行
練習

階段
昇降
訓練

自転 車

エ ル ゴ

メーター

ボール

投げ

温熱
療法

A

B

C

D

E

F

G

H

1

J

K

L

M

N

2.デー 夕収集期間と方 法

デ ー タ収集 期間 は,2007年3月 ～8月 の6ヶ 月 間

であ る。

運 動 機 能 測 定 を1ヶ 月 に1回,精 神 機 能 測 定 と

ADLテ ス トを2ヶ 月 に1回 行 った。運動 機能測定 の

項 目は10m歩 行 器歩行速度,平 行棒 内歩行速度(1

往 復),脚 上 げ検査,1分 間足踏 みテス ト,椅 座位体

前屈,開 眼片脚立位,落 下棒 テス ト,握 力を行 った。

精神機能測定 は長谷川式簡易痴呆 スケール(HDS-R),

意 欲 の指標(Vitality　 Index),自 己 効力感尺度(浦

上1992)を 行 った。ADLテ ス トは機能的 自立度評価

法(Functional　 independence　 measure:FIM)を

行 った。以下 に各検査の方法を紹介す る。

(1)運 動機能測定

1)10m歩 行器歩行速度 と平行棒内歩行速度(1往

復)

歩行は全身運動であり,身 体各部の機能が統合され

てはじめて可能になる動作であるため,体 力低下のよ

い目安 となる。歩行能力を含む運動能力の特異性は高

齢になるにつれて弱まる傾向にあり,筋 力,バ ランス,

歩行速度,手 指運動スピー ドを要素 とする高齢者の基

礎的運動能力は最大歩行速度で代表することができる。

大井3)によると,最 大歩行速度で歩行する際には,歩

調,歩 幅,歩 行率など意図的に制御できず,各 人でほ

ぼ一定になるため,被 験者の最大能力が発揮されると

判断できる。また,地 域在宅高齢者の歩幅 ・歩行率 ・

歩行速度の平均値から,年 齢 性,身 長,体 型,筋 力,

運動能力などの個人特性に依存 し,歩 行速度は加齢に

伴 って遅 くなると報告 している。今回の10m歩 行器

歩行速度 と平行棒内歩行速度(1往 復)は,時 間と歩

数を測定 した。

2)脚 上げ検査

この検査では,粗 大筋力として膝伸展筋力を測定 し

た。 丸山4)によると,膝 伸展筋の等尺性筋力と同時に

等速性筋力(動 的筋力)低 下を示す。また,等 尺性筋

力で26%の 低下であるのに対 し,速 度を要する動的

筋力では38%の 低下を示す。 また,角 速度が速いほ

ど低下が著明である。木村5)によると,70歳 高齢者が

77歳 に至る8年 間の断続的調査情報か ら,75歳 あた

りを超えると一部の体力項目(開 眼片足立ち,脚 伸展

力)に おいて低下傾向を示 し,階 段昇 りおよび椅子か

らの起立動作などの遂行能力が衰えることが推察され

た。今回の脚上げ検査は,端 座位にて片側ずつ膝関節

を最終可動域まで伸展 し,膝 関節伸展位の持続時間を
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測定 した。

3)1分 間足踏みテス ト

この検査では,比 較的容易に行える全身持久力の評

価として測定 した。1分 間足踏みテス トは,平 行棒内

で立位姿勢をとり,平 行棒を軽 く把持 した状態で1分

間の足踏みを行い,足 の挙上位置 は床面か ら足部を

10cm以 上の高 さとし,そ の挙上回数を数えた。1分

間の間に休んでもよく,測 定時間内なら再開すること

がで きるとした。

4)椅 座位体前屈

この検査では下肢と体幹の柔軟性を測定することが

でき,ま た,脊 柱起立筋,ハ ムス トリングス,下 腿三

頭筋の伸張性を測定することができる。加齢による関

節可動域の減少は避けることのできない生理現象であ

る。 これにともない,四 肢 ・体幹の柔軟性 も低下する。

た とえば,男 子の立位体前屈 は,18～19歳 でその

ピークを迎え約14cmの 前屈が可能だが,そ の後は

減少する傾向があり,60歳 半ばで4cm以 下になる6)。

椅座位体前屈は,踵 の接地が十分可能な椅座位で,一

側の膝関節を伸展位,足 関節は背屈位で踵を接地 させ

る。 ものさしは,膝 蓋骨中心から足尖に置 く。被検者

は肘関節伸展位で両手の第3指 を重ね,も のさしのラ

インに沿 って足尖の方向に体幹を屈曲させていく。そ

れを左右で行い,数 値の良い方を測定肢とした。今回

の測定は2回 行い,数 値の大きい方を測定値とした。

測定の際の基点は足尖をゼロとし,超 えればプラス,

超えなければマイナスとした。

5)開 眼片脚立位

比較的日常生活の中で必要とされ,身 体の安全に関

わる身体バランスや神経 ・筋 コントロール系の機能を

把握する指標となる。 大井3)によると,姿 勢バランス

の保持能力をみる検査である。加齢に伴い直線的に低

下す る傾向があり,5歳 年齢があがるごとに約20%

低下する。 丸山4)によると,平 衡性 は加齢による低下

が著 しい運動要素の1つ である。重心動揺距離は加齢

変化により閉眼時の方が開眼時より増大する。その低

下要因は,加 齢変化 と疾病 によるものである。加齢変

化は,白 内障などによる視力の低下,感 覚受容器の形

態変化 と受容器の数の減少,前 庭にある有毛細胞の減

少,筋 力の低下,神 経伝達速度の低下および協調性の

低下,高 次機能である集中と分散および空間識,学 習

能力,判 断能力の低下による。今回の開眼片脚立位は,

平行棒内にて開眼で手の支持が無 く,片 側の脚 は前方

に上げ支持脚に触れない片脚立位姿勢をとり,そ の安

静姿勢が可能な持続時間を測定 した。

6)落 下棒テス ト

敏捷性をみる評価の1っ として行 う。測定は物体の

落下の法則を利用 したもので,測 定が容易である。落

下棒テス トは,机 の前で座位 となり,測 定肢は利き手

とした。 棒は長さ48cm,直 径3cmを 用いた。測定

肢を机の上に置き,手 関節より末梢を机から出して手

指を軽 く開かせる。検者 は,棒 の最下端が被検者の第

1指 の最上端 にくるようにつり下げる。握 った棒の第

1指 の最上端から棒の最下端までの長 さを測定 した。

今回は7回 測定 し,最 大値と最小値を捨て,残 り5回

の平均値を記録 した。

7)握 力

測定が比較的容易であり,高 齢者では若年者よりも

全身の筋力の指標となる。 大井3)によると,握 力は全

身の体力 と強 く相関 しているので,全 身の筋力測定に

代用することが可能である。握力の値は20～30歳 代

にピークを示すが,そ の後徐々に減少 し,60～64歳

ではピーク時の約85%に,75～79歳 では ピーク時

の約70%に 低下すると報告 している。今回の握力は,

座位で上肢を体側に下垂 して握力計を把持 し,左 右2

回ずつ測定 した。

(2)精 神機能測定 とADLテ ス ト

1)長 谷川式簡易痴呆スケール(HDS-R)

認知症の状態を把握する。 岩谷 ら7)によると,カ ッ

トオフポイントにより認知症をスクリーニングするこ

とができる。そのため,高 齢者を中心とする医療にお

いて認知機能の指標 として広 く使われている。HDS-

Rは,質 問内容を口頭で質問 し,短 時間で特別な道具

を用いずに簡単に行える。

2)Vitality　 Index

意欲 は病状の悪化やうつなどで容易に低下するため,

身体と精神状況の把握のひとっとなる。鳥羽 ら8)によ

ると,介 護 ・医療の現場での意欲の定義 は,人 ・環境

や事象に対する積極的な反応である。意欲の低下症例

(VitalityIndex10点 満点で7点 以下)は,急 性期医

療機関では30%未 満,慢 性療養型病床群では70%以

上であると報告 している。今回意欲の指標は,Vitali-

ty　Indexを 使用した。

3)自 己効力感

運動機能の変化に伴 う自己効力感の変化を調べる。

自己効力感 は,Bandura(1977)に よって提唱 され

た概念である。自己効力感 は,何 らかの行動をきちん

と遂行できるかどうかの予期であり,人 の行動を決定

する重要な認知的変数であり,認 知行動療法 において
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幅広 く測定されており,変 容のターゲットとされてい

る変数である。板野9)は,客 観的に測定できる行動変

容の先行要因であり,変 容可能な認知的変数であり,

さらにその変容の結果 として確実に行動変容が生 じる

といった特徴があると報告 している。自己効力感尺度

(浦上1992)を 使用 し,問 診で質問項目への回答を得

た。

4)FIM

病棟でのADLの 介助量を評価する。里宇10)による

と,FIMは 「しているADL」 の測定法であり,日 常

生活で実際にどのように行っているかを観察 して採点

す る。信頼性,妥 当性,反 応性が確認 されている。

FIMは,運 動項 目13個 と認知項 目5個 の計18個 で

ある。評価段階は7段 階あり細か く,入 院 リハ ビリ

テーションにおける患者の機能評価に適する。

3.統 計的手法

運動機能,精 神機能,ADLテ ス トにっいて月ごと

にそれぞれ変化率 とT検 定を行 った。T検 定 につ い

ては危険率5%未 満 とした。

4.倫 理的配慮

本研究 は,2007年3月7日,藍 野大学研究倫理委

員会の承認を得ている。

皿.結 果

運動機能 と精神機能とADLテ ス トにっいてそれぞ

れT検 定を行 った結果,4月 と8月 の10m歩 行器歩

行速度 の比較 にお いて有意 な差がみ られた(p〈

0.05)(図1)。 また,8月 の10m歩 行器歩行速度と

8月 の自己効力感尺度(浦 上1992)に は,相 関がみ

られた(相 関係数0.7)。 しか し,他 の運動機能と精神

機能 とADLテ ス トは有意な差がみられなかった。

運動機能 テス トの結果 は,平 行棒内歩行(時 間)の

表3 運動機能測定結果

項 目
平均値 統計学的
4月 8月 有意性

10m歩 行(秒) 26.9 23.4 *

平行棒内歩行(時 間) 22.2 24.0 NS

平行棒内歩行(歩 数) 22.3 23.4 NS

1分 間足踏みテス ト 34.6 35.3 NS

落下棒テス ト(cm) 26.8 25.1 NS

開眼片脚立ち(右 ・秒) 2.5 2.4 NS

開眼片脚立ち(左 ・秒) 2.3 1.5 NS

脚上げ検査(右 ・秒) 36.9 42.2 NS

脚上げ検査(左 ・秒) 46.3 50.0 NS

椅子座位体前屈(右 ・cm) 一14
.2

一15
.0 NS

椅子座位体前屈(左 ・cm) 一13
.9

一15
.9 NS

握 力(右 ・kg) 11.5 11.7 NS

握 力(左 ・kg) 12.7 12.0 NS

*:<0
.05NS:有 意 差 な し

表4 精神機能検査結果と FIM

項 目
平均値 統計学的
3月 8月 有意性

HDS-R

18.8

18.5 NS

Vitality　 Index 9.1 9.4 NS

自己効力感 45.7 45.8 NS

FIM 98.1 95.7 NS

・:<0 .05NS:有 意 差 な し

平均 が4月22.2秒 ・8月24秒,脚 上 げ検査(右)の

平 均が4月52.9秒 ・8月42.2秒,1分 間 足踏 み テス

トの平均 が4月34.6回 ・8月35.3回,椅 座位体 前屈

(右)の 平 均 が4月 一14.2cm・8月 一15cm,開 眼 片

脚立位(右)の 平均 が4月2.5秒 ・8月2.4秒,落 下

棒 テス トの平 均 が4月26.8cm・8月25.1cm,握 力

(右)の 平 均 が4月11.5kg・8月11.7kgで あ った

(表3)。 精 神機能テス トの結果 は,HDS-Rの 平 均が

3月18.8点 ・8月18.5点,VitalityIndexの 平 均が

3月9.1点 ・8月9.4点,自 己効 力 感 の平 均 が3月

45.7点 ・8月45.8点 で あ った(表4)。ADLテ ス ト

の結果 は,FIMの 平 均 が3月98.1点 ・8月95.7点 で

あった(表4)。 運 動機能 と精神機能 のそれぞれの月

の変化率をみ た結果 は,各 月 の間 にお いて低下傾向は

み られなか った。

IV.考 察

本院は一般病棟,療 養型病棟,精 神病棟からなり,

入院患者 の平均 年齢が71.4歳,寝 た きり,ま たは

ADLに 介助を必要 とする退院困難な維持期の高齢者

が多い。単調な入院生活では環境か らの刺激や運動量

が少ないため,運 動機能の低下,精 神機能の低下,

ADLの 低下がおこり廃用症候群を助長すると考え ら
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れる。前田11)によると,長 期臥床により,身 体的にも,

精神的にもあまり刺激がない状態が続 くと,知 的能力

の低下や依存性のほか,興 味 ・自発性の低下,食 欲低

下,睡 眠障害,感 情 ・行動異常,ホ スピタリズムなど

の精神的,あ るいは人格的変化が起 こってくると報告

している。また,辻 ら12)によると,高 齢者の機能低下

においては,身 体活動の増加や適度な運動により予防

や治療可能である場合 も多いことから,そ の病態を治

療可能な可逆的な要因と治療困難な不可逆的な要因に

ある程度区分けしたうえで,適 切な リハビリテーショ

ン処方を行 うべきであると報告 している。

2006年 度診療報酬改定では疾患 ごと(脳 血管疾患

等,運 動器,呼 吸器,心 大血管疾患)に 算定日数上限

が設定 された1)。そのため,維 持期 は リハ ビ リテー

ションが必要な患者であっても打ち切られる事態とな

り,維 持期患者 とNPO法 人が算定 日数上限撤廃を求

める署名を集めて厚生労働省に提出するなど社会問題

になった。2007年 度診療報酬改定では上限はあるが

維持期の リハ ビリテーションが可能となり2),2008年

4月 の リハ ビリテーション診療報酬改定では,算 定日

数上限後 は1月13単 位に限り算定が可能となってい

る13)(表1)。

本院では,維 持期の後期高齢者である入院患者に廃

用症候群を予防 し,運 動機能と精神機能を維持 ・改善

し,ADL低 下を防 ぐ目的で運動療法を継続 し,運 動

機能,精 神機能,ADLを 継続調査 した。

今回の調査結果では,4月 と8月 の10m歩 行器歩

行速度 の比較 において有意 な差 がみ られ た(p＜

0.05)(表3)。 運動機能測定結果は,高 齢者では全身

の筋力の指標 となる握力3)および,粗 大筋力としての

膝関節伸展筋力の指標 となる脚上げ検査の平均 は特に

変化はみられず,低 下傾向はみられなか った。長澤14)

は地域在住で歩行能力が80m/分 以下の虚弱者を除

外 した高齢者(平 均年齢73.5±6.4歳:男 性23名,

女性29名)に おける歩行能力 と筋力 との関係を調査

した。男性女性 ともに大腿四頭筋筋力の低下に伴い同

一距離の歩行 に要する時間が有意に延長することが確

認できたと報告 している。先行研究より筋力と歩行能

力 は関係 していることか ら,筋 力を低下させないこと

が歩行能力低下を防 ぐのではないかと考えられる。今

回の調査結果では,粗 大筋力 としての膝関節伸展筋力

の指標となる脚上げ検査の結果に低下傾向がみられな

かったことか ら維持されていた。 このことが歩行速度

を低下させなか ったのではないかと考えた。

運動機能と精神機能 とFIMの それぞれの月の変化

率をみた結果は,4月 ～8月 の各月の間において低下

傾向はみられなかった。まず,運 動機能測定結果は,

特に変化はみられず低下傾向がみられなかった。本院

では,運 動療法にて筋力増強訓練,そ して歩行や立位

や階段昇降などの基本動作練習によるADL訓 練など,

個々に必要な運動プログラムを継続 したことにより運

動機能の低下傾向がみられなかったと考えられる。ま

た,本 院での入院生活は,食 事 ・レクリエーション時

に車椅子乗車で食堂に出てくる事で離床 している。病

棟 レクリエーションでは車椅子や椅座位にて体操や歌

唱が行われているがそれ以外はベ ッド上の生活となる

ことや,病 棟での移動手段は車椅子での介助となるこ

とか ら身体を動かす機会が少ないため運動量が少ない

と考え られる。 しか し,理 学療法で運動療法を継続 し

た事により,参 加するため車椅子に乗車することが離

床時間を増加させベッド上安静の時間を減少させたと

のではないかと考える。次に,今 回の精神機能測定結

果で は,HDS-Rの 平均点 が3月18.8点 ・8月18.5

点,VitalityIndexの 平均点が3月9.1点 ・8月9.4

点と特に変化は無 く低下傾向がみられなかった。大谷

ら15)によると,デ イサービス利用中の高齢者で医師に

認知症 と診断されている者で1日5分 間,3回/週

のエルゴメーター駆動 を6週 間実施 した研究で,注

意 ・集中の意識を伴 う運動療法を実施することで,認

知機能障害を改善 させる可能性があることを報告 して

いる。本院では,運 動療法での筋力増強訓練や立位で

のボール投 げ練習,ADL訓 練での歩行練習や階段練

習など,運 動療法場面 においてセラピストか ら指示ま

たは指導が入ることで注意 ・意識の集中をする機会が

ある。また,セ ラピストや他者とコミュニケーション

をとること,そ して病棟 レクリエーションによる刺激

入力も影響 していると考える。そのため,精 神機能の

大幅な低下がみられなかったと考えられる。最後に,

FIMの 平均点は3月98.1点 ・8月95.7点 と特 に変化

はみ られず低下傾向はみられなかった。理学療法で運

動療法を継続 したことにより運動機能 と精神機能の低

下傾向がみられなかったことから,病 棟でのADLを

低下 させずFIMの 低下傾向がみられなか ったのでは

ないかと考える。

次に,今 回の調査結果では,8月 の10m歩 行器歩

行速度 と8月 の自己効力感尺度 には相関がみられた

(相関係数0.7)。 本院は,ADLに 介助を必要 とし自宅

復帰困難な者が多 く,ADL低 下 に対 し積極的に立ち

向かいにくい環境である。 しか し,今 回の測定結果か

ら10m歩 行器歩行速度の改善がみ られ,FIMの 点数
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に特に変化がみ られなかったことか ら,理 学療法で運

動療法を継続 したことにより運動機能である歩行能力

の改善 とADLの 低下を防ぐことができていた。 つま

り,退 院という目標が乏 しくても身体活動を継続 し自

分のできることを維持 ・改善することが,何 らかの行

動を遂行する前に患者 自身が感 じる遂行可能感である

自己効力感の改善に関係 したのではないかと考えた。

入院中の維持期の後期高齢者であっても,理 学療法で

運動療法を継続 したことにより運動機能を維持 ・改善

することは,自 己効力感の改善にも関係 していると考

えられた。身体活動を継続 していると,自 己効力感の

水準は高いまたは維持できると考えられる。

V.ま と め

今回の研究による調査結果か ら,入 院中である維持

期の後期高齢者に理学療法にて運動療法を継続するこ

とは運動機能の改善そして大幅な低下を防 ぐ可能性が

あり,ま たADLと 精神機能の大幅な低下を防 ぐ可能

性があると考え られた。つまり,本 院のような理学療

法の対象が維持期の後期高齢者でも,現 在の運動機能

の維持 ・改善また精神機能を低下させない目的と廃用

症候群の予防視点でも理学療法による運動療法を継続

する必要性があると考えられた。そ して,今 回は各患

者の治療プログラムとその運動時間などはさまざまで

あったことから,患 者の疾患名 ・運動機能 ・精神機能

などは個々で違 うため,理 学療法士が運動機能 ・精神

機能を個々で評価 し適切な理学療法プログラムをたて

ることも大切だと考える。 しかし,今 後の診療報酬改

定では,医 療費適正化のため,医 療保険制度において

維持期 リハ ビリテーション診療報酬の削減または対象

外 となる可能性が残されている。維持期でも理学療法

により運動療法を継続することで運動機能 ・精神機能

の大幅な低下を防ぐことが今回検討 されたことから,

理学療法を継続する必要性を維持期理学療法の効果に

ついての研究などにより社会に訴えていき認めてもら

うことが大切だと考える。
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